
平成２４年８月２２日

各位

会社名  株式会社フォレストホールディングス

代表者名 代表取締役社長 吉村恭彰     

問合せ先 経営企画部長 江口竜次      

（TEL：092-477-5804）  

インドネシアにおける合弁事業の検討開始について

弊社グループは、本年度より第４次中期経営計画「ＥＶＥＲ ＧＲｅｅＮ」を展開し、将来に

わたる成長戦略を確立するために、５月３１日既報の通り、医薬に次ぐ基幹事業への成長を見込

んでメディカル事業への積極投資を開始するとともに、有機農業事業への参入を決定致しました。

この度、上記に加え、未来の成長戦略の一環として、進境著しいアジア・オセアニアにおける

新規事業を模索して参りましたが、インドネシアにおける合弁事業検討着手についての合意が成

立しましたので、下記の通りお知らせ致します。

記

１．経緯

弊社グループの海外事業の歴史は古く、中国については 1958年に弊社の前身、コーヤクに「貿

易部」を設立以来、「フジタトレーディング」「北大貿易」と社名や事業内容を変えながら、長年

貿易業務を中心に経営して参りました。しかしながら、徐々に事業内容が本業と乖離してきたた

め、昨年 2011年に中国資本に全株式を売却し、長い歴史に幕を降ろしました。

また、タイにおいても 1960 年に現地法人の医薬品卸を設立し、その後「エシアンエンタープ

ライズ」として日本国内のメーカー製品の輸入販売を中心に展開し、90 年代の通貨危機により

2009年に休眠会社にするまで、出向社員を置いて展開して参りました。

両国の事業休止と並行して、これからの新しい時代に相応しい「成長のアジア」との関わり方

について、事業機会を窺っておりましたが、親日国であり、アジアの中でも成長著しいインドネ

シアに強いパイプを有する総合商社豊田通商株式会社、そして現地における大手有力企業との３

社合弁による新規事業検討の環境が整い、準備に入ることをお知らせするものです。

２．目的

安定した人口増加、力強い経済成長とともに健康・医療ニーズが高まっているインドネシア国

内において、品質・効能・安全性が高い日本のヘルスケア関連製品を広く流通させ、また同国内

の製品の日本国内での取り扱い機会を検討し、双方向で将来的な収益力確保を目指します。



３．予定する事業内容

・インドネシアにおけるマーケティング事業

・インドネシアにおける日本製品の販売許認可取得事業

・日本、インドネシア両国における輸出入業および両国での販売代理店事業

・インドネシアにおける生産・製造事業

＜取扱予定日本製品・インドネシア製品＞

一般用医薬品および医療用品、健康食品、コスメティック、生活用品全般、医療消耗品他

４．弊社担当部門

株式会社フォレストホールディングス 海外事業準備室

責任者：取締役海外事業準備室長 川上眞吾 ＜㈱リードヘルスケア代表取締役社長＞

住所：〒812-0043 福岡県福岡市博多区堅粕３丁目１８番３号

TEL：092-292-4551  FAX：092-481-3377
今後、海外事業準備室では現地市場調査、国内メーカー様との調達交渉、事業計画の策定、

合弁企業との情報交換等を進めてまいります。

５．共同事業検討企業

■豊田通商株式会社

事業内容：各種物品の国内取引、輸出入取引、外国間取引、建設工事請負、

各種保険代理業務 等

本社：愛知県名古屋市

取締役社長：加留部 淳

連結売上高：5兆 9,167億円（2012年 3月期）

連結従業員数：33,845名（2012年 3月 31日時点）

資本金：649億 36百万円

ホームページ URL：http://www.toyota-tsusho.com

■インドネシア現地企業

本社：インドネシア ジャカルタ

その他情報は、現段階では公表を差し控えさせて頂きます。

豊田通商は、これまで自動車および自動車以外の各種事業を通じて、同国の幅広い事業に取

り組んでおります。2012年 4月には、社内に分散していた医療関連事業を束ね、ライフ＆メデ

ィカル事業推進部を新設。医薬品原薬の輸入やワクチンの輸出といった先発医薬品事業や、バ

イオシミラーなど後発医薬品の開発支援に加え、インドにおいては日本企業で初めて現地企業

と総合病院を共同運営するなど、アジア市場での医療・ヘルスケア分野の事業構築を進めてお



ります。また、現段階では社名を公表出来ませんが、同国における大手有力企業とも事業スキ

ームの検討、情報交換等を行っており、弊社は上記２社とともに共同事業協議の覚書を締結し、

具体的検討を開始致しました。

６．検討スケジュール

・インドネシア国内マーケットリサーチ、取扱商品選定 ～２０１２年１０月

・事業計画策定 ～２０１２年１２月

・事業展開開始 ～２０１３年１月

以上


